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研究成果の概要（和文）：性的マイノリティ（LGBTなど）に関する人権保障が世界各国で進められている。この
研究では、尊厳と平等の視点から権利の内容を整理し、日本国内で進められている性的マイノリティに関する法
政策の現状と課題を検討した。2015年頃から急激に進展してきた法政策は、経済的利益や弱者保護の側面が強
く、包括的な人権保障は実現されていない。国際人権基準の先例や国際機関・条約機関からの勧告には性的マイ
ノリティの人権保障への道筋が明確に示されており、国内法政策を進める上でも極めて有益である。

研究成果の概要（英文）：It is clear global trend to promote human rights of LGBTQs in this decade. 
This study elaborated these human rights from the viewpoint of dignity and equality, and examined 
the current situations and issues of laws and policies regarding LGBTQs in Japan. Many of these has 
been created from the perspective of economic benefits and protection of the weak, not from the 
comprehensive human rights protection. In this point, the precedents of international human rights 
standards and recommendations from international organizations and treaty bodies clearly show what 
should be done by government for realization of human rights of LGBTQs.

研究分野：国際人権法、ジェンダー法
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、これまで日本で知られたこなかった性的マイノリティの人権保障に関する豊富な議論を丁寧に整理し
つつ、ここ数年の間に急激に進展してきた性的マイノリティの権利保障について、国際社会の動向を踏まえて批
判的に検討したものである。個別の法領域を超えて、国内の法政策全般を扱った研究は他に類がない。また、本
研究から得られた成果は、国内法政策の進展に向けた提言や個別の裁判における資料としても多く活用されてい
る。
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１．研究開始当初の背景 
 
2011 年の国連人権理事会決議を端緒に国際社会は性的マイノリティの人権保障に積極的な姿
勢を見せ始めた。日本も同決議に賛成票を投じたものの、国内法政策における性的マイノリテ
ィの人権保障については、国連自由権規約委員会などから改善勧告を受け続けている。人権啓
発や男女共同参画に関する施策において性的指向・性自認が課題として取り上げつつも、国際
社会の視点から取り組みが不十分とみなされるのはなぜか。本研究は性的マイノリティの権利
に関する総合的な研究を通して、日本の国内法政策の促進に寄与するために開始した。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、性的マイノリティに関する権利保障の内容と課題を明らかにし、日本国内の法政策
と国際人権基準との接合可能性を探ることを目的として実施した。 
性的マイノリティないし性的指向・性自認をめぐる人権保障の展開は、世界中でめざましく進
展してきた。日本国内でも自殺予防やセクハラ指針等の法政策に組み込まれはじめている。し
かしながら、国際人権基準の豊富な先駆的議論はほとんど活かされていない。本研究では、性
的指向・性自認について、（１）具体的な権利の内容を明確化し、（２）権利を実現するための
課題を分析し、もって、（３）国際人権基準の日本国内の法政策への移入を試みた。 
 
 
３．研究の方法 
 
本研究は、性的マイノリティをめぐる人権保障について、（１）権利内容の明確化、（２）権利
保障の分析、（３）日本国内の法政策の現状と課題、（４）国際人権基準との整合性の４点を明
らかにするため、公的資料・裁判例などの一次資料と学術文献の分析および国連諸機関や関連
する国際会議での議論への参画を通して実施した。 
 
 
４．研究成果 
 
本研究では、（１）性的マイノリティをめぐる権利保障の内容と類型、（２）日本国内の法政策
の現状と課題、（３）国際人権基準を用いることの意義、以上３点が明らかとなった。 
（１）性的マイノリティをめぐる権利保障の内容と類型 
性的マイノリティは性的指向・性自認にもとづいて個別の法政策から排除されるか、法政策の
枠外に位置づけられてきた。個人の尊厳や人格的自律を内容とする「私生活の尊重をうける権
利」は、性的マイノリティの権利保障における出発点となる。性的指向・性自認は個人の人格
的発展に不可欠の要素であり、国家からの不当な介入だけでなく、効果的な尊重のための積極
的措置も必要となる。また、性的指向・性自認はすべての人間がもつ属性のひとつであり、性
的指向・性自認のみを理由とする差異ある処遇は差別に該当する。その他、表現の自由（パレ
ード不許可の不当性、ヘイトスピーチ規制の必要性など）、被拘禁者の処遇、難民認定、雇用に
おける平等、健康の権利など、個別具体的な権利の保障も進んでいる。性的マイノリティの権
利保障は、「尊厳」と「平等」を中心に、完全なる人権の享有主体を実現する過程といえる。 
（２）日本国内の法政策の現状と課題 
日本国内では、教育分野における性的マイノリティの児童・生徒への配慮や地方自治体による
同性パートナーシップの認定手続き、労働分野における平等処遇、企業活動における意識化な
ど、さまざまな分野で性的マイノリティの権利保障が加速している。しかしながら、性的指向・
性自認に関する差別解消に向けた包括的な法政策に進展がみられないことに代表されるように、
必ずしも権利保障が進んできたといえない部分も多い。進展している領域は経済的利益の追求
や弱者保護の観点が中心であり、人権の享有主体という視点からの法政策にはなっていない。
権利保障を阻害する重要な要因のひとつに、人権に関する認識の不十分さがあげられる。人権
が人々の意識の問題へと回収され、社会制度の在り方を問う視点が欠けているためである。 
（３）国際人権基準を用いることの意義 
国際人権基準は第一義的に国家に向けられた義務を明確にしており、性的マイノリティないし
性的指向・性自認についても豊富な先例をもつ。「尊重義務」として、同性どうしの性関係の非
犯罪化や性別変更手続きの緩和など、「保護義務」として性的指向・性自認の差別撤廃の制度化
や意識啓発の継続的な実施、「充足義務」としての教育・雇用・健康に関する法政策への明記な
どが代表的なものである。日本国内の法政策が進みつつある中、経済的利益の追求や弱者保護
の視点を超えて性的マイノリティの人権保障を進めていくために、国連機関や条約機関等の履
行監視制度のもとで出された勧告は、きわめて重要な意味をもっている。 
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